
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流動資産 1,015,316 流動負債 150,157

現金及び預金 981,963 営業未払金 7,765

営業未収入金 22,050 未払法人税等 3,050

前払費用 1,768 未払費用 124,179

未収入金 328 預り金 454

未収消費税 7,823 役員賞与引当金 2,400

その他 1,381 賞与引当金 12,308

固定資産 16,340 固定負債 240

有形固定資産 0 預り信認金 240

建物附属設備 0 負 債 合 計 150,397

器具・備品 0 （ 純 資 産 の 部 ）

無形固定資産 0 株主資本 881,258

ソフトウェア 0 資本金 1,000,000

投資その他の資産 16,340 資本剰余金 1,000,000

差入保証金 16,100 資本準備金 1,000,000

信認金特定資産 240 利益剰余金 △ 1,118,741

その他利益剰余金 △ 1,118,741

繰越利益剰余金 △ 1,118,741

純 資 産 合 計 881,258

資 産 合 計 1,031,656 負 債 及 び 純 資 産 合 計 1,031,656

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

貸　借　対　照　表
（平成23年3月31日現在）



（単位：千円）

科　　　　目 金　　　　額

営　業　収　益 12,115

Ｊ - Ｎ ｏ ｍ ａ ｄ 関 係 収 入 12,000

そ の 他 の 営 業 収 入 115

営　業　費　用 475,755

営　業　損　失 463,639

営　業　外　収　益 3,749

受 取 利 息 1,373

為 替 差 益 2,321

そ の 他 55

経　常　損　失 459,890

特　別　損　失 54,043

減 損 損 失 54,043

税引前当期純損失 513,933

法人税、住民税及び事業税 950

当　期　純　損　失 514,883

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

損　益　計　算　書
（自平成22年4月1日　至平成23年3月31日）



Ⅰ.（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
1.固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産・・・定率法を採用しております。
（2）無形固定資産・・・定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可
能期間（5年）に基づいております。

2.引当金の計上基準
(1) 役員賞与引当金・・・取締役に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべ

    き金額を計上しております。
(2) 賞与引当金・・・従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき金

    額を計上しております。
3.外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建資産・負債は、決算日の為替相場により円換算しております。
4.消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
5.重要な会計方針の変更

資産除去債務に関する会計基準の適用
　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成20年3月31日）及び「資産除去
債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年3月31日）を適用しております。
　なお、これによる損益への影響はありません。

Ⅱ.（貸借対照表等に関する注記）
　1.有形固定資産の減価償却累計額 22,926 千円
　2.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債務 123,580 千円
  3.信認金

当社は、取引参加者の債務不履行により有価証券売買の委託者等が被るリスクを担保するため、金融商品取引法
及び当社の関連規則に基づき取引参加者から信認金240千円の預託を受けております。 預託される資産は、金銭で当
社の資産とは分別して普通預金にて管理を行っており、資産については信認金特定資産勘定に、負債については預り
信認金勘定に計上しております。

  4．当社は、現物取引の清算業務に関して、株式会社日本証券クリアリング機構と損失補償契約を締結しています。この
契約に基づいて、同機構の清算参加者の債務不履行等に起因して同機構が被った損失のうち、当該清算参加者の清
算預託金等により補てんし得ない金額については、他の損失補償人（他の取引所）と連帯して、当該契約の限度額の
範囲で補償することとなっています。なお、当社の損失補償限度額は18,000千円であります。

Ⅲ.（損益計算書に関する注記）
　　1.関係会社との取引高

営業費用 203,654 千円

    2.減損損失
　当社は、当事業年度において、以下のとおり減損損失を計上しました。

（単位：千円）
用途 場所

本社
本社
本社

個別注記表

（２）減損損失の認識に至った経緯

（３）資産のグルーピングの方法

（４）回収可能価額の算定方法

（１）減損損失を認識した資産及び減損損失の金額

　当初の事業計画どおりに収益が見込めないことから、減損損失を認識しております。

種類 金額

事業用資産 器具・備品

　帳簿価額は、備忘価額を残して全額減損損失としております。
　なお、使用価値及び正味売却価額ともいずれも零と見込まれるため、回収可能価額は零で評価しております。

建物附属設備

ソフトウェア

6,035

37,671

　当社は単一事業を営んでいるため、事業用資産に区別はなく、全社を1つのグルーピングとしております。
　遊休資産については個別のグループごとにグルーピングの最小単位としております。

10,335



Ⅳ.（株主資本等変動計算書に関する注記）

当事業年度の末日における発行済株式の数

　普通株式 2,000 株

Ⅴ.（金融商品に関する注記）
1.金融商品の状況に関する事項
　当社は、安全性の高い金融商品に限定して資金運用を行っております。
　信認金は、証券取引の安全性を確保するための諸制度に基づく資産及び負債であります（当該資産及び負債につい
ては、Ⅱ.貸借対照表等に関する注記「3．信認金」をご参照ください。）。

2.金融商品の時価等に関する事項
　平成23年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注2）参照）。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価

（１）現金及び預金 981,963                    981,963           

（2）信認金特定資産 240                          240                 

（注1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
（１）現金及び預金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。
（２）信認金特定資産の時価は、帳簿価額によっております。

（注2）預り信認金（貸借対照表計上額240千円）は、将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把握するこ
とが極めて困難と認められるため、金融商品の時価等に関する事項を開示しておりません。

Ⅵ．（関連当事者との取引に関する注記）
1.親会社及び法人主要株主等

（単位：千円）

種
類

会社等の
名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親
会
社

㈱東京証券取引所
グループ

（被所有）
直接

51.0％
出向社員の受入 出向負担金の支払

（注1）
126,353 - -

出向社員の受入 出向負担金の支払
（注1）

10,729 未払費用 3,079

ブランド使用料 ブランド使用料の支払
（注2）

66,571 未払費用 120,501

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）出向負担金の支払額については、当社への出向者の人件費を基準として決定しております。
（注2）ブランド使用料の支払額については、LONDON STOCK EXCHANGE PLCより提示された料率を基礎として、

　　　価格交渉の上、決定しております。

そ
の
他
の

関
係
会
社

（
会
社
等

）

LONDON STOCK
EXCHANGE PLC

（被所有）
直接

49.0％

差額

-

-



2.兄弟会社等
（単位：千円）

種
類

会社等の名称

議決権等
の所有

（被所有）
割合

関連当事者との
関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

支援委託料の支払
（注1）

15,750 営業未払金 -

システム利用料の支払
（注２）

24,789 営業未払金 2,083

不動産賃借料の支払
（注３）

13,744 - -

不動産敷金の差入
（注３）

- 差入保証金 13,700

東京証券取引所自
主規制法人

-
自主規制業務の
委託

自主規制業務委託料
の支払 （注４）

32,004 - -

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
（注1）支援委託料については、当該支援業務に係る費用を勘案して決定しております。
（注2）システム利用料については、当該システムの利用に際して必要な開発・運営費を勘案して決定しております。
（注3）不動産賃借料及び差入保証金については、当社と関連を有しない他の事業者と同一の条件により決定しており
ます。
（注4）自主規制業務委託料については、当該業務に係る費用を勘案して決定しております。

Ⅶ.（1株当たり情報に関する注記）
1.1株当たり純資産額 440,629円33銭
2.1株当たり当期純損失 257,441円63銭

Ⅷ.（重要な後発事象に関する注記）
該当事項はありません。

親
会
社
の
子
会
社

（
兄
弟
会
社

）

㈱東京証券取引所

システムの利用
不動産の賃借
市場運営支援委
託

-


